









































リンガル教育（Transitional Bilingual Education ）、維持型バイリンガル教育




















(No Child Left Behind Act: NCLB)」(2)の成立以後は、英語学習者と呼ばれている。公立学
校に在籍する英語学習者は、2004 年度には 4,341,435 人であったが、2014 年度には
4,559,323 人に増加している。2014 年度の英語学習者数を州別に見ると、カリフォルニア
州が最大で 1,390,316 人、次いでテキサス州が 772,843 人、フロリダ州が 252,172 人、イ




3,770816 人となっていて、全体の 76.5％を占めている。次いでアラビア語が 109,170 人













1790 年から 1950 年までの国勢調査において、英語以外の言語を母語とするエスニック
集団のトップはドイツ系移民で、1910年には約900万人のドイツ系移民が暮らしていた。









































































その結果として、1964 年には「公民権法(Civil Rights Act of 1964)」を、1965 年には「投




は、1964 年に「経済機会法(Economic Opportunity Act of 1964)」を成立させ、貧困家庭
における幼児教育への支援を目指すヘッド・スタート計画を開始した。さらに、1965 年に













































Nichols)」と呼ばれるもので、1 審、2 審ともに却下されたが、1974 年に最高裁は、「公民
権法第 6 条ならびに 1970 年の保健教育福祉省公民権局の通達に基づいて、学区は英語の
能力が十分でない生徒に対して特別な手立てを準備しなければならない」とするいわゆる
「ラゥ判決（Lau Decision）」を下した。これを受けて、同年の 1974 年には、ラゥ判決の













バイリンガル教育法は 1974 年と 1978 年に修正され、英語の能力が十分でない生徒の
母語教育と母語による教科教育を含む維持型のバイリンガル教育を推奨した。連邦政府の
バイリンガル教育への補助金は、1969 年度には 750 万ドルであったが、1980 年度には 1
億 6,690 万ドルにまで増大した(11)。 
 
4．1980年代のバイリンガル教育法 











英語公用語化運動が広まっていった。上院議員ハヤカワ(S. I. Hayakawa) が代表を務める
U.S.イングリッシュ (U. S. English) が、英語公用語化運動を牽引していた。連邦レベル
での英語公用語化運動は阻止されたが、州レベルでの英語公用語化運動は進展し、英語を
公用語と定める州は、1990 年には 17 州であったのが(13)、2004 年には 23 州に(14)、2016
年には 32 州に増えている(15)。 
バイリンガル教育法は 1984 年と 1988 年に修正され、母語から英語への移行を目指す
移行型のバイリンガル教育や英語教育のみのプログラムを推奨した。バイリンガル教育政
策は安上がりで即効性のあるものへと変質させられた。連邦政府のバイリンガル教育への




統領(George H. W. Bush) が全米の州知事を集めて、教育サミットを開催し、1991 年に




た連邦法「2000 年の目標―アメリカ教育法（Goals 2000: Educate America Act）」、なら
びに、教育スタンダードに基づく各州の改革の取組を財政的に支援する連邦法（初等中等




















2002 年に初等中等教育法の改定として、「ひとりも落ちこぼれを出さない法(No Child 
Left Behind Act: NCLB法)」が成立した。そのタイトルⅢが英語習得法（English Language 




2015 年 12 月には、NCLB 法が改定され、「すべての子どもが成功する法（Every Student 











バイリンガル教育法(California Bilingual Education Act of 1972)」を、1976 年に「カリ
フォルニア・バイリンガル・バイカルチュラル教育法(California Bilingual-Bicultural 
Education Act of 1976)」を制定し、先進的なバイリンガル教育プログラムを数多く実践し
てきた。そのため、英語学習者の教育を受ける権利を全米で最も手厚く保障する州として
知られていた。ところが、全米各地で英語公用語化運動が広まるにつれ、カリフォルニア
州においても 1986 年に英語の公用語化を謳った「提案 63(Proposition 63)」が住民投票で








 こうしたなかで、公立学校でのバイリンガル教育の廃止を求める「提案 227(Proposition 
227)」が提出された。「提案 227」を提出したのはシリコンバレーの実業家ロン・ウンツ
(Ron Unz)で、彼は巨額の私財をキャンペーンにつぎこみ、1998 年の住民投票において「提
































は激減した。1997 年度には 29.1％の生徒がバイリンガル教育を受けていたが、1998 年度









ログラムの実践が続けられていた。1998 年度には 95 校、2000 年度には 119 校(25)、2013




パターンがある。90/10 モデルは、マイノリティ言語と英語の割合がキンダーから 1 年生
では 90％対 10％、2～3 年生では 80％対 20％、4～6 年生では 50％対 50％となっている。
50/50 モデルは、マイノリティ言語と英語の割合が全学年を通じて 50％対 50％となって
いる。 
大多数がスペイン語と英語によるプログラムで、2000 年度には 119 校中 108 校がスペ
イン語と英語によるプログラムを採択していた(27)。スペイン語-英語の 90/10 モデルとし
ては、デービス統合学区(Davis Joint Unified School District)におけるオルタナティブ・
スクールであるセサル・チャベス小学校(César Chávez Elementary School)の事例(28)や、
サクラメント市統合学区(Sacramento City Unified School District)におけるチャーター・
スクールであるランゲージ・アカデミー・オブ・サクラメント(Language Academy of 
Sacramento)の事例(29)が報告されている。また、中国語-英語の 50/50 モデルとしては、ロ
サンゼル市統合学区(Los Angeles Unified School District)の公立小学校の事例(30)などが報
告されている。 
 
4．「提案 227」から「提案 58」へ 
「提案 227」の廃止を求める動きはしだいに活発になっていった。2014 年、上院議員リ
カルド・ララ(Ricardo Lara)により「グローバル経済に向けたカリフォルニア教育計画








立し、「提案 58(Proposition 58)」として 2016 年 11 月の大統領選挙と同時に実施された住
民投票にかけられた。その結果、「カリフォルニア多言語教育法」という名称で広く知られ
ていた「提案 58」は 73.5％の賛成票を得て成立した(31)。 
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